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Ⅰ　問題と目的
現在教師には、児童生徒の抱える様々な問題に

対応し、その成長発達を支えるために、教育相談
的な資質が求められている。笠井（2015）は教育
相談的関わりについて、問題を抱える子どもへの
助言・支援から、それぞれの年齢段階に即した教
育課題達成のための指導や居心地のよい学級にす
るための学級経営、児童生徒との信頼関係づくり
など多岐にわたると述べている。
このような教育相談的な資質としては、児童生

徒への共感的理解や受容、児童生徒や保護者との
信頼関係、教師自身のコミュニケーション能力や
精神的健康などが挙げられる。これらは相互に関
連することが推測されるが、特に教師の精神的健
康は、児童生徒との関わりやコミュニケーション
能力に関連することが指摘されている。例えば伊
藤（2000）は、精神障害による教師としての職務
遂行能力の低下が子どもに及ぼす影響は甚だ大き
いとし、田上ら（2004）は教師のメンタルヘルス
に関する研究を概観し、メンタルヘルスを確保す
るためのコーピングスキルとして、児童生徒や同
僚、学外機関との連携を含めた教師のコミュニ
ケーション能力の向上の必要性が指摘されている
と述べている。また八並ら（2001）は、教師間の
人間関係の齟齬から生じるストレスが、教師の
バーンアウトの強い要因になることを報告してい

る。
このように児童生徒や保護者と適切に関わるた

めには、教師自身が精神的に安定しておくことが
前提条件となると考えられる。教師のメンタルヘ
ルス対策検討会議（2013）でも、学校教育は教職
員と児童生徒との人格的な触れ合いを通じて行わ
れるものであり、教職員が心身ともに健康を維持
して教育に携わることができるようにすることが
きわめて重要であることが指摘されている。にも
関わらず、平成25年度の精神疾患による教職員
の病気休職者数は5,078人であり、平成19年度以
降、5000人前後の高水準で推移しており（文部
科学省，2015）、教師のメンタルヘルス対策は、
児童生徒の成長発達を支える意味でも急務と言え
よう。
これについて教師のメンタルヘルス対策検討会

議（2013）は、第一に予防的なメンタルヘルスケ
アの取り組みがきわめて重要であると述べてい
る。昼田ら（1998）は生徒の問題行動に対処する
自信があると回答する教員ほど自覚的ストレスが
低いことを報告し、問題行動への教師の対処技能
を高め、対処にさいして最適な援助をすることで
自信をもたせることは、教師のストレス度を下
げ、燃えつきを防ぐ手だてとなると述べている。
また昼田ら（1997）は教師のメンタルヘルスの観
点からも、教育臨床関係の研修の充実等の必要性

概要：本研究では、教師を対象とした教育相談的資質向上研修を行い、その効果について検討した。研
修は 7回の継続研修とし、内容は児童生徒や保護者および教師自身の理解を中心とした。研修は講義や
個人でのワークに加え、毎回ペアやグループで交流する時間を取った。研究協力者は20名（男性 5名、
女性15名。平均年齢42 .80歳）であった。検討の結果、研修前より研修後に自己実現的態度や充実感お
よび被受容感が増加していた。また自己閉鎖性・人間不信や被評価意識・対人緊張は減少していた。そ
して研修の時間は参加者にとって、被受容感や精神的安定を感じられる場であることが示唆された。
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を指摘している。これらのことから教育相談的資
質を身につけることは、単に児童生徒への対処能
力が向上するだけでなく、教師自身の変化をもた
らし、教師のメンタルヘルスの予防や改善に結び
つくことが予想される。
一方で学校教育臨床に関する教師の実践的指導

力の形成に対するさまざまな援助・支援面の立ち
遅れ（鈴木ら，1997）や、教員の教育相談に関す
る資質の向上のための研修内容の検討が課題とし
てあること（笠井，2015）が指摘されている。こ
のように今日の教師には教育相談的資質が職業上
必要であるにも関わらず、それらを身につけるた
めの具体的方法については未だ十分に検討されて
おらず、個々の教師の努力や経験に頼っている現
状がある。他方、鈴木ら（1997）の教師を対象に
した調査では、学校カウンセリングに関する定期
的な学習会や共同研究の機会の必要性を感じる教
師が 7割を超えており、教師の教育相談的資質に
関する研修へのニーズは高いと考えられ、教師の
教育相談的資質を向上させるための効果的な研修
方法やその内容について検討することが早急に必
要であろう。
そして児童生徒が抱える問題に教師が適切に対

応するためには、個々の問題への具体的な対処法
を学ぶことも必要であるが、それ以前に教師自身
が児童生徒や保護者から、「この先生なら分かっ
てくれるだろう」「この先生は相談しやすい」な
どと思われるような、児童生徒を一人の人として
尊重する基本的な教育相談的態度を身に着けてお
くことが重要ではないだろうか。またこれらの態
度は問題が起こった時だけでなく、日々の関わり
の中で児童生徒や保護者に感じ取られていくもの
であるだろう。加えて、このような資質は書籍等
からだけの学習や 1、2回の研修で到底身につく
ものではなく、一定の期間をかけて学び、その中
で教師が自己を振り返り、教師自身の内面の変化
が起こることで、教師の日々の態度となっていく
と考えられる。 曽山ら（2006）は、校外でのサ
ポートグループ参加が教師のメンタルヘルスに及
ぼす効果について検討し、単発の参加ではなく継
続した参加が、より効果的であることを指摘して
いる。各学校や教育委員会等において単発の研修

は開催されることも少なくないが、教育相談的資
質は単発の研修では十分に身につけることは困難
であることが予想され、継続的な研修が必要であ
ると考えられる。
それでは基本的な教育相談的態度を身につける

ためには、どのような内容を研修で扱うべきだろ
うか。鵜養ら（1997）はカウンセリング・マイン
ドについて、児童生徒の内面に対する教師の理解

（児童・生徒理解）とそれを深めようとする教師
の姿勢であると述べ、国立大学協会（2010）は共
感的理解力を教員に求められる資質能力の 1つと
しており、教育相談的資質において理解は基本で
あると言えよう。また渡邉（2006）は教師が身に
付けなければならない資質能力として、コミュニ
ケーション能力が最も重要な資質能力の一つであ
るとしているが、教育相談において児童生徒や保
護者に適切に関わり、同僚や他機関と連携するた
めにコミュニケーション能力は必須である。石川
ら（2015）はコミュニケーションについて、まず
自分自身の性格や行動傾向を客観的にとらえるこ
とから始まり、他者とのやり取りの中でさらに自
分自身への気づきや他者への理解を深め、自分自
身を受容することが必要であると指摘している。
つまりコミュニケーション能力の向上のために
は、まず教師自身の自己理解や自己受容が必要で
あり、加えて他者を理解する力が重要と言えるだ
ろう。このように、児童生徒を理解することと教
師のコミュニケーション能力は共に教育相談的資
質の中でも基本であり、相互に関連し合うと考え
られる。
これらのことから基本的な教育相談的資質を身

につけるための研修は、教師の自己理解や自己受
容および他者理解や、コミュニケーション能力を
高める内容にすることが有益であろう。そしてこ
のような効果を期待する研修が、これまでわず
かであるが報告されている。 曽山ら（2006）は
ショートエクセサイズによるウォーミングアッ
プ、カウンセリングの理論や技法についての講
義、自己発見を促進する演習、シェアリングから
なる校外でのサポートグループについて報告し、
サポートグループへの参加が「メンバー同士が支
え合う、高め合う」という目的の達成に効果的で
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あることを示唆している。またグループへの参加
回数が多い方がバーンアウトが軽減する可能性が
高いことも指摘し、さらに曽山ら（2006）は自己
を認められる環境の中で、仲間とのふれあいや支
え合いの感覚に魅力を感じたり、興味関心のある
カウンセリング理論や技法を共に学び合う環境の
中で、自己評価の感情である自尊感情が高まって
いくのではないかとも述べている。同様に榊原
（2007）は自身の研究から、教員研修において、
参加者が発言し合い、小さな作業を通じて自身の
教育観や教員観を見つめ直す研修が有意義である
と認められたとしている。また石川ら（2015）は
教員対象の研修として、グループワークの中で自
己理解を深め、他者とのコミュニケーションを考
えることをねらいとする研修プログラムの効果研
究を行い、自己の再確認や視点の広がりよりも、
自己受容の効果が最も得られやすかったことを報
告している。これらのことから教育相談的資質に
関する研修では、グループワークは有効であると
考えられる。
そして精神的健康の一指標である自己受容につ

いて春日（2015）は文献を概観し、自己受容が他
者受容や人間関係、他者からの受容と密接に関連
し合うことを指摘し、子どもたちの自己受容を高
めるためには、まず教師が子どもたちという他者
を受け止めること（他者受容）、そしてその前に
教師自身が自己受容することが重要であると述べ
ている。また曽山ら（2006）は、教師のメンタル
ヘルス維持・予防に仲間とのふれあいや支え合い
感覚が重要であるとし、田上ら（2004）は、他者
から支持をえられないということは教師の自信の
なさにつながり、メンタルヘルスの悪化をもたら
す可能性を示唆している。さらに土井ら（2000）
は中学教師を対象に調査を行い、自己無能感や他
者不信感がうつ状態と関連があることを明らかに
し、杉山ら（2006）は情緒を安定させ、抑うつを
軽減する受容的対応を「他者の理解、承認、尊重」
や「自分への肯定的な関心（愛情やあたたかさ）」
としている。これらのことから、児童生徒に適切
に関わるためにも、また教師のメンタルヘルスに
とっても、教師自身が自己受容すること、また他
者から受容されている、支えられているという感

覚を持つこと、そして他者への信頼感を持つこと
が重要と考えられる。またそのことが、教師が自
分の仕事への意欲を持つことにもつながることが
予想される。
そこで本研究では教師を対象に教育相談的資質

向上を目指す継続的な研修を実施し、その効果に
ついて検討を行う。講義内容は主に対児童生徒・
保護者や教師自身の「理解」を中心にする。また
講義内容を体験的に理解し、同時に他者受容およ
び他者からの受容を体験し、加えてコミュニケー
ション能力を促進するために、ペアやグループで
のワークを取り入れる。そしてこのような研修を
体験することにより、教師の自己理解や自己受
容、および他者への意識の変化や他者からの被受
容感、そして仕事への意欲に変化が見られるかに
ついてや、研修のグループとしての側面について
尺度を用いて検討する。
　

Ⅱ　方法
1．研修参加者と研修内容
研修参加者は小・中・高等学校および特別支援

学校の現職教師である。募集は近隣の教育委員会
や各学校を通じ、チラシを配布し行った。チラシ
にアンケート調査の実施についてと、協力は自由
であることを記載している。
研修は2014年 9 月から2015年 3 月まで、月 1

回（平日18時30分から20時）、計 7回実施した。
内容を表 1に示す。毎回ワークを実施し、個人で
のワークだけでなく、ペアやグループでのワーク
やシェアリングなど、必ず毎回他者との交流を含
むようにした。また席はランダムになるように毎
回くじ引きとした。そして他者とのワークの際に
は相手の話をしっかり受け止めるよう、度々伝え
た。さらに一方的な講義になることを避けるため
に、毎回アンケートを実施し、参加者の受講での
体験を把握するようにした。アンケートに書かれ
た質問や感想に対して、次の回の始めにコメント
や紹介をしている。
研修内容は 1 ～ 3回目は教師が自分自身を理

解することの大切さ、児童生徒への共感的理解に
ついて、4 ～ 5回は保護者理解や具体的な保護
者との関わり、対人関係の中における自己理解の
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大切さ、教師自身の心の安定について、6 ～ 7
回はケース理解について、である。なお毎回最初
にこれまでの回の振り返りを行い、重要と思われ
る点（共感的理解）については繰り返し説明した。

2．研究協力者と調査方法
研究協力者は、第 1回研修前と第 7回研修後

の 2回の質問紙調査に協力した方である（男性 5
名、女性15名、計20名）。20代 3 名、30代 5 名、
40代 4 名、50代 8 名である（平均年齢42 .80歳）。
勤務先は小学校12名、中学校 1名、高等学校 4
名、特別支援学校 3名である。
研修参加希望者に対し、第 1回研修前に郵送

で、研究に関する説明文（研究目的、方法、デー
タの匿名化と保管方法、データの匿名での公表、
研究協力は自由意志であり、随時協力同意を辞
退・撤回しても不利益を被らないことを記載）と
質問紙を送付した。協力する場合は質問紙に回答
の上、第 1回の研修時に持参してもらい、再度第
1回の研修時に口頭で説明を行った。また第 7回
研修終了後にも研究について口頭で説明を行い、
研究説明文の書かれた文書と質問紙、および返信
用封筒を配布し、協力する場合は後日郵便で返
送してもらった。2回の調査ともに回答した方の

またアンケートに書かれた内容などから、理解が
十分でなかったと思われる内容については、次の
回に再度説明するようにした。

データのみを分析するため、質問紙には個人を照
合するためのID番号を記載した。調査は筆者の
所属する大学の倫理委員会の承認を経て行った。

3．調査内容　
調査は以下の①～④の尺度を用いた。なお、④

は 2回目の調査でのみ使用した。
①自己受容性測定スケール「自己理解」：宮沢

（1987）により作成された「自己受容性測定ス
ケール」の下位尺度の 1つ。宮沢（1987）は、自
己理解を自己受容性の一側面として定義してい
る。自己の諸側面をあるがままに受け入れようと
し、自己に冷静な目を向け、自分のことがよくわ
かっていると自己認識している 8項目からなる

（4件法）。
②自己肯定意識尺度：平石（1993）により作成さ
れた、自己肯定性次元の個人差を対自己領域（3
下位尺度）と対他者領域（3下位尺度）に分けて
測定する尺度（5件法）。対自己領域「自己受容」

回 内　容 ワーク

1
オリエンテーション、カウンセリン
グ的関わりにおける理解の大切さ、
自己理解や自己開示の大切さ

20答法、20答法を用いた自己紹介（ペアで実施）、エゴ
グラム

2
非言語的コミュニケーション、共感
的聴き方、共感的理解、自己受容と
他者受容

5つの聴き方（ペアで実施）、あなたを助けてくれる人
たち、してもらったこと・してあげたこと

3 自分の心を理解することの大切さ、
共感的理解、フォーカシング

こころの天気（グループでシェアリング）、架空事例を
用いた共感的理解（グループでシェアリング）

4 フォーカシング、カウンセラーの面
談・電話のコツ こころの整理法（グループでシェアリング）

5 共感的理解や関わりにおける自分、
教師自身の心の安定

流れ星（グループでシェアリング）、私が私を好きなの
は（グループでシェアリング）、架空事例を用いた共感
的理解（グループでシェアリング）

6 カウンセリング的視点からの多面的
ケース理解

がんばっているね！私（グループでシェアリング）、架
空事例を用いた多面的ケース理解（グループでシェアリ
ング）

7 ジェノグラムやエコマップを用いた
ケース理解

架空事例を用いたジェノグラム・エコマップの作成（グ
ループでシェアリング）

表1．研修内容とワーク
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は自分の個性を尊重し、受け入れている意識的側
面の 4項目、「自己実現的態度」は意欲を持って
取り組むべき課題に取り組む動機的側面の 7 項
目、「充実感」は生活を楽しいと感じ、好きなこ
とをできていると感じる感情的側面の 6項目から
なる。対他者領域「自己閉鎖性・人間不信」は人
に対して距離を感じ、孤立感を感じる感情的側面
の 8項目、「自己表明・対人的積極性」は他者と
の関係も大切にするがありのままの自分も表現で
きる対人行動的側面の 7項目、「被評価意識・対
人緊張」は他者から自分への評価を気にし、それ
に合わせようとしている評価意識的側面の7項目
からなる。
③被受容感尺度：杉山ら（2006）により作成され
た被受容感・拒絶感尺度の下位尺度で、他者の理
解・承認・尊重や、自分への肯定的な関心（愛情
やあたたかさ）の認識や情緒を測定する 8項目か
らなる（5件法）。
④「居場所」の心理機能測定尺度「被受容感」
「精神的安定」：杉本ら（2006）により作成され
た「「居場所」の心理機能測定尺度」の 6下位尺
度の中から、今回は研修の場や時間が、参加者に
とって他者から受け入れられていると感じられる
か、また落ち着くことができる場所かについて検
討するため、その場所に自分を受け入れてくれる
他者がいることを表す項目からなる「被受容感」
（7項目）、無理をしない本当の自分でいられる状
態とそれによって引き起こされる良い精神状態を
表す「精神的安定」（10項目）を用いた（4件法）。
また教示において杉本ほか（2006）では個々人の
居場所にいるときのことについて尋ねているが、

本調査では今回の研修にいる時のことについて回
答するよう教示した。

Ⅲ　結果と考察
2 回の調査で使用した尺度については、受講前

後で変化が見られるかについてｔ検定により検討
したものを表 2に示す。各尺度で欠損値のあるも
のは分析ごとに除外した。また 2回目のみで使用
した④「居場所」の心理機能測定尺度「被受容感」

「精神的安定」は項目ごとに詳しく検討するため、
尺度得点ではなく項目ごとの平均値と度数を表 3
に示す。
①「自己理解」や②「自己肯定意識尺度」の

「自己受容」「自己表明・対人的積極性」では有
意な変化が見られなかった。春日（未発表）は
2011年～ 2012年に同様の継続研修を行い、研修
前の得点の高かった群と低かった群に分けて分
析を行った。その際、研修前に「自己理解」が
高かった群の得点は24 .61であり（低かった群は
20 .31）、今回の研究協力者全体の研修前の得点
は24 .15であった。同じ春日（未発表）2011年～
2012年の研修で「自己受容」が高かった群の得
点は16 .79であり（低かった群は11 .65）、今回は
15 .79であった。このことから、今回の研修参加
者はもともと自己理解や自己受容がある程度でき
ており、そのため研修での変化はあまり見られな
かった可能性が考えられる。また「自己表明・対
人的積極性」に関しては、月に一度会う参加者同
士であり、十分に自己開示できるまでには至らな
かったことが推測される。

尺度（得点範囲） N 研修前（SD） 研修後（SD） t 値
自己理解（0－32） 20 24 .15（4 .09） 25 .15（3 .34） － 1.47
自己肯定意識尺度
対自己領域：自己受容（0－20） 19 15 .79（2 .70） 16 .53（2 .59） － 1.97

：自己実現的態度（0－35） 18 23 .67（5 .21） 26 .22（4 .24） － 2.70 *
：充実感（0－40） 20 27 .15（7 .14） 29 .70（6 .05） － 3.56 **

対他者領域：自己閉鎖性・人間不信（0－40） 20 18 .55（5 .67） 15 .95（5 .17） 2 .83 **
：自己表明・対人的積極性（0－35） 20 20 .45（6 .37） 20 .90（5 .31） － 0.43
：被評価意識・対人緊張（0－35） 20 19 .60（5 .30） 17 .30（4 .49） 2 .27 *

被受容感尺度 19 30 .58（4 .03） 32 .47（3 .34） － 2.57 *

表2．各尺度の得点範囲と研修前後での平均値（SD）の比較

注）**p ＜ .01，*p ＜ .05
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一方、②「自己肯定意識尺度」の「自己実現的
態度」「充実感」と③「被受容感尺度」では得点
が有意に高くなった。このことから、研修に参加
したことで参加者が教育相談への自信を持つこと
ができ、仕事への意欲や充実感が増したことが考
えられる。また教師同士で意見を交わす中で、自
分が好きな仕事をしているのだと実感し、充実感
を感じることにつながったのかもしれない。そし
て他者に自分の意見をしっかりと受け止めてもら
うことで、他者から理解、承認、尊重されている
といった、被受容感を感じることができたことが
推測される。
また②「自己肯定意識尺度」の「自己閉鎖性・

人間不信」「被評価意識・対人緊張」は得点が有
意に低くなった。このことから、研修において他
者とワークを行い、お互いに意見を伝え合い、聴
き合うことで、人に対する距離や孤立感を感じに
くくなったことが考えられる。また他者からしっ
かりと自分の意見を受け止めてもらうといった被

受容感を感じることで、他者からの評価を気にし
すぎず、自分らしく振る舞うことが促進された可
能性がある。
表 3のように、④「「居場所」の心理機能測定

尺度」では平均値が3.00未満の項目は、「被受容
感」項目 1と項目 2、「精神的安定」項目 2 と項
目 3であった。これらは他の参加者に理解しても
らったり、本当の自分でいられるなどと感じる内
容である。このことから、研修においてある程度
は居場所感を感じているが、十分に他者に理解さ
れ、本当の自分でいられると思うまでにはならな
かったことが考えられ、これは②「自己肯定意識
尺度」の「自己表明・対人的積極性」が有意に変
化しなかったことと同様の結果であると言えるだ
ろう。一方で、その他の項目はすべて3.00以上
であり、今回の研修はおおむね他者からの受容さ
れている感覚や研修の場において精神的に安定し
ていられる感覚を持つことができたと考えられ
る。その中でも特に平均値が高かったのは、「ひ

平均値（SD）
ぜんぜん
あてはま
らない

あまり
あてはま
らない

ややあて
はまる

とてもあ
てはまる

被受容感
1 . 自分を本当に理解してくれる人がいる 2.75（0 .64） 1 4 14 1
2 . 悩みを聞いてくれる人がいる 2.75（0 .72） 1 5 12 2
3 . 人と一緒にいられる 3.15（0 .67） 0 3 11 6
4 . ひとりじゃない 3.45（0 .60） 0 1 9 10
5 . 自分はそこのメンバーである 3.20（0 .70） 0 3 10 7
6 . 自分は大切にされている 3.15（0 .59） 0 2 13 5
7 . 人のために何かができる 3.00（0 .86） 1 4 9 6
精神的安定
1 . 満足する 3.15（0 .49） 0 1 15 4
2 . 無理をしないでいられる 2.95（0 .76） 0 6 9 5
3 . 本当の自分でいられる 2.80（0 .70） 0 7 10 3
4 . 幸せ 3.10（0 .79） 0 3 11 6
5 . おもしろい 3.40（0 .68） 0 2 8 10
6 . 素直になれる 3.25（0 .55） 0 1 13 6
7 . 楽しい 3.35（0 .67） 0 2 9 9
8 . 自分らしくいられる 3.30（0 .56） 0 3 14 3
9 . 誰にもじゃまされない 3.15（0 .37） 0 0 17 3
10. 安心する 3.35（0 .59） 0 1 11 8

表3．「居場所」の心理機能測定尺度「被受容感」「精神的安定」項目ごとの平均値と度数（N=20）

注）得点範囲は 0 ～ 4
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とりじゃない（3.45）」「おもしろい（3.40）」で
あった。今回分析は行っていないが、同じ調査で
研修での自分自身や仕事に関する変化についての
自由記述も実施している。その中に「同じように
疑問を持ち、悩んでいらっしゃる方がいることを
知り、ほっとした自分がありました」などの記述
も見られた。このように教師同士で共に教育相談
的資質について学び合うことで、今回の継続研修
の場が、日々悩みながら児童生徒に向き合ってい
るのは私一人ではない、同じ仲間がいるのだと、
他者とのつながりを感じる場になったのかもしれ
ない。また自由記述で「研修で学んだ言葉などが、
時々フッと頭に浮かんでくることがある」「子ど
もたちと話をする時に、ふとカウンセリングマイ
ンド、共感的に聴くとは？ということを思い出す
ことがあります」などの記述も見られた。このこ
とから、今回の研修の学びは、日々の実践と直接
つながったものとなっており、そのため学ぶ意義
を感じることができ、学ぶことのおもしろさを感
じる時間であった可能性が考えられる。

Ⅳ　まとめと今後の課題
今回の検討の結果、このような研修への参加

が、他者からの被受容感を感じたり、孤独感を感
じにくくなることにつながったり、他者からの評
価を気にせず、自分らしく振舞うことにつながる
ことが示された。このことから今回のような教育
相談的資質に関する継続研修は、教師自身の自己
意識や対人関係への意識に変化をもたらすことや
自己実現的な態度や充実感などの仕事に対するポ
ジティブな感情が増す可能性が示唆されたと言え
よう。さらに研修の場において被受容感や精神的
な安定を感じるなど、今回の研修は他者から受け
止められ、そこに自分が居てもよいのだという安
心感を得られるような、心理的サポートグループ
の側面を有していたと考えられる。これらのこと
から、今回のような継続研修を行うことで、教師
が他者とのつながりを感じ、仕事への前向きな気
持ちが増え、精神的健康にも改善する可能性が示
唆されたと言えよう。
一方で、教師の自己理解や自己受容の変容に影

響を及ぼす結果は得られなかった。これについて

は、参加者がもともと自己理解や自己受容がある
程度できていたことも考えられたことから、更に
同様の実践研究を行い検証する必要があると考え
られる。また自己表明や対人的積極性も変化しな
かったり、十分に他者に理解され本当の自分でい
られると思うまでに至らなかったことが考えられ
た。今回の研修は月1回計 7回であったが、更に
研修回数を増やし検討することも必要であろう。
今回の研究は研究協力者が20名であり、対象

群も設定しておらず、結果は限定的なものであ
る。今後は対象者数を増やしたり、対象群を設定
した検討を行うことが必要であろう。また研修内
容については、現職教師へのインタビューなどを
元に、更に内容を検討するなど、精錬させていく
ことが期待される。
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